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藤淵：まずは茨城県立医療大学の沿革や概要な
どについて紹介をしてください。
佐藤：茨城県立医療大学（写真）は，保健医療
学部に看護学科，理学療法学科，作業療法学
科，放射線技術科学科の 4 学科を持つ医療系大
学として 1995 年に開学しました。人間や社会
に対する理解と生命の尊厳について認識を深
め，共生，共栄の社会を目指す人間性を持ち，
保健医療に関する専門的かつ科学的な知識，技
術を追求し，地域社会において広く活躍できる
人材を育成することを目的としています。
　時代の変化に対応するために，これまでに 4
回のカリキュラム改訂が行われてきました。第
4 次カリキュラム改正の大きな特徴である多職
種連携教育を柱とする IPE コース（Ibaraki In-
ter-Professional Education コース）が 2014 年度

からスタートしました。段階的に医療専門職と
しての素養を体得するためのもので，本学の 3
学科と筑波大学医学部とが合同で実施していま
す。コースの初級編として，専門職教育が始ま
ったばかりの本学の医療系学生と，医学教育が
始まったばかりの筑波大学の医学生が協働して
問題解決をはかることを体験的に学びます。ま
ず，ディベートを通して協働の前提となる意見
の交換がスムーズにできるようにします。次
に，具体的な事例に向けた多職種の協働につい
て，主にチーム基盤型学習（TBL）を用いて学
ぶものです。
　また，2013 年から筑波大学，茨城大学農学
部との学部学生の単位互換制度が導入され，大
学間の連携を深めてより幅広い教育内容の充実
を進めています。
　1996 年に医療系大学としては全国で初めて
となる付属病院を開院しています。付属病院は

茨城県は数多くの原子力，放射線関連施設が立
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かつ科学的な知識，技術を追求し，地域社会にお
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地域の保健・医療に貢献し，患者さんの診療で
は，茨城県の地域リハビリテーションシステム
の中で指導的役割を果たしています。それとと
ともに，大学と連携した教育・研究の場として
活用されており，学生の臨床教育実習をとおし
て医療現場と直結した実践的な教育を行ってい
ます。
　2001 年に医療の高度化の流れの中で医療現
場の要請に応えるために，高度医療専門職の育
成を目的として，看護学，理学療法学・作業療
法学，放射線技術科学の 3 専攻を持つ大学院  
保健医療科学研究科（修士課程）を開設してい
ます。そして，2010 年には各医療専門職の協
働による患者中心の保健医療の実践，及びその
科学的根拠の構築を目指すために博士課程を開
設し，学部から大学院博士前期課程及び後期課
程と一貫した教育システムを整備しています。
　また，公立大学としての使命である地域貢献
を推進し，本学の資源を地域に還元することを
目的として，2003 年に地域貢献研究センターを
設置しています。地域貢献に関する調査研究及
び開発・普及，公開講座の開催，卒後専門職教
育の実施，医療機関及び関係機関との連携，及
び茨城県地域リハビリテーション支援センター
業務の支援など，様々な取組を行っています。
　このように，本学は，地域社会に貢献できる
人間性豊かな高度医療専門職業人の育成及び地
域貢献に取り組んでいます。
　また，平成 26 年度文部科学省「課題解決型
高度医療人材養成プログラム」採択事業で，本
学と筑波大学との連携事業である「多職種連携
医療専門職養成プログラム（Coordinated, Con-
tinuing, Medical Staff Education Program : CoM-
SEP）」が採択されました。生体機能診断と患
者支援にかかわるメディカルスタッフである臨
床検査技師・診療放射線技師・理学療法士を養
成する 2 大学（筑波大学，茨城県立医療大学）

とその関連病院が連携し，学部課程におけるチ
ーム医療の教育を進め，優れた広い視野を有す
る指導的メディカルスタッフを養成することを
目的に 5 年計画で実施するものです。
　チーム医療を先導していく医療専門職を育成
するために，2 大学の学生が大学を相互訪問し
てワークショップを行います。診断から治療の
間に，それぞれが行う検査による生体情報がど
のように活用され，また，何が求められるのか
について，実践的学修を行うものです。また，
臨床実習における優れた指導能力を有する医療
専門職を育成するために，筑波大学に履修証明
プログラムを開設しました。修了者には学校教
育法に基づいた履修証明書を交付します。これ
により病院現職者のスキルアップを図り，学生
の病院実習の充実に繋げることを目的としてい
ます。
藤淵：大学には付属病院も隣接しており，両方
で放射線が利用されています。大学の放射線施
設の特徴や工夫されていることはありますでし
ょうか。
佐藤：付属病院では，診療に X 線装置と放射
性医薬品が用いられており，放射線管理の体制
は通常の医療施設と同じです。一方，大学は放
射線障害防止法上の非密封，密封の放射性同位
元素の使用許可を受けた放射線取扱事業所で，
加速器も有することから特定許可使用事業所で
す。
　運営上は双方で放射線を取扱う教員がいます
が，付属病院では放射線診療従事者，大学では
放射線業務従事者として別々に管理していま
す。放射線管理上は別組織となっていますの
で，大学側から見れば付属病院での放射線診療
行為は別事業所での業務となります。大学の教
員が別の大学や研究所などで放射線を取り扱う
場合と同様に，学外業務の手続きを行います。
作業管理は大学と付属病院双方が個別に行いま
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すが，個人管理は大学側で一元的に行っていま
す。
　大学には電子線形加速器（LINAC）が設置
されています。これは，医療施設で放射線治療
に用いられている高エネルギー放射線照射装置
と同じものです。放射線治療に関連する学生実
習を行うためのもので，放射線治療技術学実習
や放射線計測学実験の授業に利用されていま
す。また，放射線治療計画装置を 2014 年に更
新し，高度で効果的な教育が行えるように治療
計画用の端末を 10 台並べています。
　その他の画像診断装置も実験・実習装置とし
て設置しており，開学時に設置した核医学診断
SPECT 装 置 を 2011 年 に 更 新 し，16 列 X 線
MDCT 装置，常伝導 0.7 T オープン MR 装置，
超音波診断装置，画像処理装置を 2014 年に更
新しました。また，X 線 DR 装置や X 線撮影
装置も老朽化していますので，今後更新してい
きたいと思います。
　これらの装置は学部生の実験・実習と，学部
4 年次で行う放射線技術科学研究という科目名
の，いわゆる卒業研究に利用されています。も
ちろん，大学院教育や，教員の研究にも活用さ
れています。全て医療現場で使用される実物を
備えた実験・実習施設で，最先端の医療技術を
修得するために活用されています。
　これらの施設を使用する教員，学生と学外共
同研究員などを合わせると約 250 名程度の放射
線業務従事者を管理しています。学外での放射
線業務に従事する機会も多いので，従事者の管
理漏れがないように連絡を徹底するようにお願
いしています。
藤淵：大学では管理業務だけでなく学生に対し
放射線安全管理の教育もされています。これか
ら放射線を取り扱う学生にはどのようなことを
望まれますか。
佐藤：本学は診療放射線技師を目指す学生が大

多数です。医療機器メーカへ就職する者もいま
すが，ほとんどが医療の中で放射線を取り扱う
ことになります。医療では意図的に人体に放射
線を照射し，その患者を中心として様々な職種
のスタッフが関わりますので，大学や研究施設
などでの放射線の取扱い状況とは大きく異なり
ます。放射線を適切にコントロールすることの
重要性を認識して，より安全に利用するための
知識と技術を修得してもらいたいと思います。
また，放射線の使用者としてだけではなく，医
療施設での放射線管理分野でリーダー的な役割
を担えるように活躍の場を広げてもらいたいと
思います。
藤淵：福島第一原子力発電所事故では茨城県や
大学でも大きな影響があったと思います。事故
以降の取組や，苦労された点を教えてくださ
い。
佐藤：これまでにチェルノブイリ原発事故やセ
ミパラチンスク核実験場周辺における被曝線量
評価の研究を行ってきました。それらの経験を
活かすことができればと思い，事故当初に実施
された文部科学省の土壌調査にパイロットスタ
ディから加わりました。これまでに，茨城県や
福島県の各地で要請があった環境調査や線量評
価に携わってきましたが，事故から 4 年が経過
し，大学の周囲では過ぎたことになりつつあり
ます。線量評価の面ではまだ必要なことが多く
残されていると思いますので，今後も継続して
いきたいと思います。
藤淵：先生自身の研究について教えてくださ
い。
佐藤：従来から医療被曝の線量評価をライフワ
ークとしており，医療現場で実用的に実施可能
な線量最適化技術の開発を行っています。茨城
県診療放射線技師会とも連携して，医療現場に
密着した医療放射線の安全・有効利用を目指し
た研究を実施しています。
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都市も近く，JR 東京駅から約 1 時間の距離で
す。都会の華やかさはないのですが，結構快適
に生活することができ，いつの間にか茨城県に
移り住んで 30 年以上が経過しました。これか
らもこの土地で学んでいきたいと思います。

藤淵：茨城県の魅力についてはいかがでしょう
か。
佐藤：茨城県は魅力がない県として有名です。
しかし，物価は比較的安く，農作物も豊富で
す。特に出荷量が全国 1 位のピーマンは絶品だ
と思います。私が住んでいる所は，つくば学園
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　放射線診断と IVRが急速に増加し高線量の手技も多いなか，放射線防護教育の充実は切迫した課
題となっています。この現状を踏まえ，ICRPが初めて「医療における放射線防護教育」をメイン
テーマとした勧告です。放射線科以外の医師・医療スタッフや医療機器の保守／開発担当者，規制
当局職員までを視野に入れて，放射線診療の関係者を 17カテゴリーに分類し，担当業務ごとに必要
なカリキュラムをきめ細かく提言。医学教育と学会の関係者，医療機器関連の方，必読の指針です。
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